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１．2３年3月期 上半期決算 連結業績 ①サマリー

489 519 552

21年3月期 22年3月期 23年3月期

⚫ 成長に向けた事業投資を計画線に沿って実施したうえで、コロナ禍において

も収益を着実に拡大

中期経営計画期間の業績推移（上半期）

1,897 2,000 2,130

21年3月期 22年3月期 23年3月期

212 225 225

21年3月期 22年3月期 23年3月期

売上高 営業利益売上総利益

+6.0%

（億円）

CAGR

+6.2%

CAGR

+3.0%

CAGR
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１．2３年3月期 上半期決算 連結業績 ②売上高/営業利益

⚫ 顧客のIT投資需要は依然堅調

⚫ 大型案件の引合いも増加基調

⚫ スタートはコスト先行も、開発PRJ進捗とそれに伴う利益率向上で業績は拡大へ

業 績 概 要

1,008 1,086

22年3月期 23年3月期

117 125

22年3月期 23年3月期

売上高 営業利益

第２四半期

+7.8% +7.5%

（億円）

992 1,044

22年3月期 23年3月期

108 99

22年3月期 23年3月期

売上高 営業利益

第１四半期

+5.2% △8.7%

（億円）
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１．2３年3月期 上半期決算 連結業績 ③受注残高

受 注 残 高

（億円）

385
447

22年3月期 23年3月期

294 282

22年3月期 23年3月期

システム開発 システム販売

+16.0%

901 958

22年3月期 23年3月期

保守運用・
サービス

+6.4% △4.2%

⚫ 下期の大幅な増収に向けたシステム開発受注残の積み上がり

⚫ 受注前のパイプラインには大型案件の継続フェーズ

⚫ システム販売の減少は前期の前倒し受注の反動（想定通り）



5Copyright © SCSK Corporation

２．23年3月期 通期連結業績予想

期初予想から変更なし
（単位：億円）

22年3月期
実績(A)

23年3月期
予想(B)

増減額
(B-A)

増減率

 売上高 4,141 4,500 358 8.7%

 営業利益 475 540 64 13.6%

334 380 45 13.5%
 親会社の所有者に
 帰属する当期利益
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3．23年3月期事業方針について

●顧客関係の進化

●事業モデルの進化

●組織・人の進化

顧客・取引分野・サービス内容・顧客との関係性

営業手法・ビジネスモデル・価格設定

担当業務・役割・経験・文化・思考

社会変革の方向感を決定づける
“Game Changer”を目指す

必要なものは
「自己変革能力」

中計３年目の現状認識

事業環境の変化が加速

・デジタル化の加速・進展

・コロナによる社会構造の変化

・ITベンダーの役割の変化

・ブロック経済化

・脱炭素化への高まる意識

持続的成長に向けた3つの進化
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3．23年3月期事業方針について

①顧客のDXへの取り組みの積極的な支援

②「個客」志向からマーケット志向へ

③特定領域の戦略的強化
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3．23年3月期事業方針について （事例紹介）

①顧客のDXへの取り組みの積極的な支援

独自開発の
ものづくり革新プラットフォーム

・プラットフォームに搭載されたパッケージやテンプレートの適用
・独自サービス提供の為のプラットフォームとして展開

・クラウド事業者との広範なエコシステム化

データセンターの高付加価値化

グループ知財の活用

マルチクラウドサービス

ローコード・ノーコード開発基盤
API連携

データ連携基盤

S-Cred⁺
フレームワーク

スクラッチ開発基盤

自社開発クラウドサービス 各種クラウドサービス
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3．23年3月期事業方針について （事例紹介）

共創事例

「GXコンシェルジュ」を通じて、社会のカーボンニュートラル化促進に貢献

住友商事、アビームコンサルティング、SCSKの3社による
業界・社会課題を解決する事業共創

全世界に展開するグローバルネット

ワークで総合力を生かした事業を展開

アジアを基点として、専門性の高い

コンサルタントが、企業経営をサ

ポート

ビジネスに必要な全てのITサービス

をフルラインアップで取り揃え、最適

な解決策を提供

GX

マネジメント
サイクル

＜インプット情報＞
国内外

制度/市場動向

GHG
現状把握

優先施策実施見直し

モニタリング・評価

GX戦略

ロードマップ策定

P

C

A D ① GX課題・現状分析
・各Scopeの対象範囲・収集データ決定
・GHG排出量の算定、机上での検証

②
GHGデータ管理
（視える化SaaS）

・SaaS要件定義・設計・セットアップ
・SaaS運用

③ GX戦略・施策策定
・目標設定、優先施策の選定、導入効果の評価
・ロードマップ・アクションプラン策定（長期・短期）

④
GXソリューション

導入
・削減、オフセットに係るソリューション導入

GXマネジメントサービス

カーボンニュートラルを実現するGXマネジメントサイクル構築を総合的にご支援
（現状分析や視える化、ロードマップ策定や具体的なアクション・実行など）

３社協業で
ＧＸマネジメントサイクルに対するワンストップ支援

企業のGXマネジメントサイクル 3社協業によるGX支援サービス

①顧客のDXへの取り組みの積極的な支援
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3．23年3月期事業方針について （事例紹介）

②「個客」志向からマーケット志向へ

・製造業向け ＳＡＰを中核とした「全領域（製造業一気通貫）対応」

高い成長が見込まれるSAPを中核に、製造業向け一気通貫（SOR/SOE/SOI）ビジネスを構築

年商5000億円以上の顧客（約150社）を対象。デファクトとなるSAP領域を拡大しながら
➢ 顧客接点やPLM等のバリューチェーン全体を一気通貫で取り込む
➢ 戦略企画から可視化・分析の業務を一気通貫で担う

・金融業向け 複数のプラットフォーム事業の創出

・新たなビジネスアイデアを具現化する「飛び地」的発想での事業創出
日本版TAMP（2021年8月～）、エフクリ（2022年4月～）

・既存事業をベースにプラットフォーム事業への転換（コンバージョン）
競争力のある知財・ソリューションを核に事業範囲の拡大

事例）アンチマネーロンダリング等の金融犯罪対策領域
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3．23年3月期事業方針について （事例紹介）

③特定領域の戦略的強化

モビリティー事業の強化

FPT Software Company と QINeS BSW

海外販売に関する業務提携契約を締結

SCSK モビリティサービス「QINeS」へブランド再定義
～2030年「Smart Cityに貢献するモビリティサービサーNo.1」へ～

2022/10/7 リリース

2022/7/20 リリース

＜Beyond 2030 売上 1,000億円へ＞

※10/7事業説明会「モビリティ事業戦略について」を実施 HPにて動画及び資料公開中

SCSK モビリティ事業特化型人材を育成するソフトウェア開発子会社を設立
～2030年「Smart Cityに貢献するモビリティサービサーNo.1」へ～

2022/10/31 リリース
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4．次期中期経営計画について

■策定におけるポイント

①市場 成長市場、社会課題対応分野へのシフト

②提供価値 高付加価値分野へのシフト

③事業モデル 高生産性モデルへのシフト

・選択と集中 事業、顧客、案件の各単位で、選択と集中を実行

・更なる経営基盤強化 社員一人ひとりの市場価値向上、先端技術力強化、
Well-Being経営の推進、社員エンゲージメント向上・・・

”総合的企業価値”の飛躍的な向上に向け、
・ お客様や社会に対して、新たな価値を提供し続ける為、事業分野、事業モデルを再構築する
・ 社員の成長がよりよい社会づくりに貢献する為、社員一人ひとりの市場価値を向上する

＜次期中期経営計画の位置付け（仮設定）＞
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＜ 免責事項 ＞

・本資料は、当社グループの業績及びグループ事業戦略に関する情報の提供を目的としたものであり、
当社及び当社グループ会社の株式の購入や売却を勧誘するものではありません。

・本説明会及び資料の内容には、将来の業績に関する意見や予測等の情報を掲載することがありますが、
これらの情報は、資料作成時点の当社の判断に基づいて作成されております。よって、その実現・達成を
約束するものではなく、また今後、予告なしに変更されることがあります。

・本資料利用の結果生じたいかなる損害についても、当社は一切責任を負いません。また、本資料の
無断での複製、転送等を行わないようにお願い致します。




